
議員提出第１５号議案 

 

   防災用語をわかりやすい名称に見直すことを求める意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。 

  平成２８年１２月２２日 

         提 出 者 

足立区議会議員  新  井  ひ で お 

同        長  井  まさのり 

同        くじらい  光  治 

同        白  石  正  輝 

同        針  谷  み き お 

同        鴨  下   稔 

同        鈴  木  けんいち 

同        う す い  浩  一 

同        小  泉  ひ ろ し 

同        く ぼ た  美  幸 

同        お ぐ ら  修  平 

同        工  藤  哲  也 

 

足立区議会議長  高 山 のぶゆき  様 

 

（提案理由） 

 政府に対し、防災用語をわかりやすい名称に見直すことを求めるため、

本案を提出する。 

 



防災用語をわかりやすい名称に見直すことを求める意見書 

 

本年８月、台風１０号による記録的な大雨で、岩手県岩泉町の高齢者

グループホームの入所者９人が亡くなった。高齢者や体が不自由な人の

避難を促す「避難準備情報」が発令されていたものの、施設側が情報を

正確に理解できず避難が遅れたことが被害の拡大につながったとされて

いる。 

災害対策基本法に基づく避難の呼びかけは、緊急性の低い順から「避

難準備情報」「避難勧告」「避難指示」となっているが、危険のレベル

や災害の状況等がわかりにくく、受け手側の的確な判断や行動につなが

るものになっていない。 

また、切迫した災害の危険から逃れるための「避難場所」と、その後

の避難生活を送るための「避難所」についても、名称が類似しているこ

とから、その役割の違いが充分に浸透しているとは言い難いのが実情で

ある。 

一人ひとりが必要な対策を講じ、災害による被害をできるだけ少なく

するためにも、災害の危険レベルがイメージでき、混乱を招くことがな

い、わかりやすい防災用語を使用することが必要である。 

よって、足立区議会は政府に対し、住民が災害や危険の状況を理解し、

自らの行動に結びつけることができるよう、防災用語をわかりやすい名

称に見直すことを強く求めるものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 平成  年  月  日 

                  議  長  名 

内閣総理大臣 

国土交通大臣         あ て 

内閣府特命担当大臣（防災） 


